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Ⅴ―Ⅱ 生涯を通じた男女の健康と生活の支援

１ 生涯にわたる健康の管理・保持・増進の支援

事 業 平成17年度事業実施概要 担当室

公衆衛生審議会の
開催

・健康づくりに関する関係機関及び学識経験者との
意見交換の場として公衆衛生審議会を２回開催

健康福祉部健康づく
り室

みえの健康指標
の策定

・県庁内に設けた保健医療情報提供機能強化のワー
キンググループにおいて、地域の健康情報をわかり
やすくまとめた「みえの健康指標」を策定し、健康
づくり事業を進めるうえで重要な保健医療情報の
有効活用を図った。

健康福祉部健康づく
り室

健康づくりへの取組
推進

・健康づくりを推進する市町村、企業、団体等、多く
の関係機関を訪問し、健康づくりの取組の働きか
け、意見交換を行った。また、健康づくりへの取組
等が優良な企業・団体の公表制度を実施し、５社
を公表するとともに、県民に周知した。
［17年度協働先］ 計85団体

健康福祉部健康づく
り室

・地域における保健医療の向上対策として、県に
おいて、分野別専門研修、市町村ごとの状況に
応じた個別支援、健康づくりに関する課長会議
等を行った。

健康福祉部健康づく
り室

地域での取組実施 ・地域ごとの特徴ある取組として、自殺予防対策
事業、健康危機管理実践訓練等、地域の課題
や体制に応じた取組を実施

健康福祉部健康づく
り室

こころの健康づくり
担当者の配置

・９保健福祉部全てにこころの健康づくり担当者を
配置し、「地域のリスナー養成」による健康づくり
に取り組んだ。

17年度末 216人 総数 667人

健康福祉部健康づく
り室

総合型地域スポーツ・総合型地域スポーツクラブの育成支援を実施
クラブの育成支援 16市町 38クラブが設立（平成17年度末）

8市町 11クラブが設立準備委員会を設置
（平成17年度末）

県立学校体育施設
の一般開放

・体育施設を有するすべての県立学校において施設を
一般に開放

みえスポーツフェス ・「みえスポーツフェスティバル」 教育委員会スポーツ
ティバルを開催    参加者数 33,975人 振興室

教育委員会スポーツ
振興室

教育委員会スポーツ
振興室
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Ⅴ－Ⅱ－２ Ⅴ－Ⅱ－２ 

２ 性と生殖に関する健康対策の充実

事 業 平成17年度事業実施概要 担当室

助産師による健康
相談の実施

・県立看護大学助産師による「女性のための健康
相談」を、男女共同参画センター「フレンテみえ」
において実施

生活部男女共同参画
室

相談件数 55件

全国一斉電話相談 ・ウィメンズセンター大阪と共催で「女のからだと
性・全国一斉電話相談」を実施
12月17日（土）13:30～16:30

学校・地域保健連携
推進事業

・各学校や保健会支部の計画に基づいて実施される
生徒や保護者対象の性に関する学習会に講師
（産婦人科医師）の派遣を行った。
実施数 ８校、１保健会支部

教育委員会生徒指
導・健康教育室

中学生・高校生用エ
イズ・性感染症教材
活用の推進

・中学生・高校生用エイズ・性感染症教材を各１年生
に配布し活用を推進した。
中学生用
「かけがいのない自分、かけがえのない健康」

高校生用
「健康な生活を送るために」

教育委員会生徒指
導・健康教育室

エイズに関する研修
会への教職員の参
加促進

・世界エイズデーシンポジウムへの教職員の派遣
参加者数 １名

教育委員会生徒指
導・健康教育室

思春期健康支援 ・各県民局単位で学校等と協議のうえ事業を進め､
心身の健康相談や健康教育を実施

健康福祉部こども家
庭室

周産期医療体制の
整備

・総合周産期母子医療センターと、地域周産期母子
医療センターを中核に周産期医療情報システムを
整備した。

健康福祉部こども家
庭室

不妊専門相談セン
ター

・「不妊専門相談センター」において不妊に関する
電話相談を実施した。

健康福祉部こども家
庭室

不妊相談検討会 ・不妊に関する各分野の代表で構成する「不妊相談
検討会」において、不妊相談の効果的な実施及び
今後のあり方について検討するとともに、関係諸
機関とも協議を重ね円滑な連携に努めた。

特定不妊治療費助
成事業の実施

・特定不妊治療（体外受精・顕微授精）を受けた
夫婦に対してその費用の一部を助成した。

健康福祉部こども家
庭室

健康福祉部こども家
庭室

生活部男女共同参画
室
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Ⅴ－Ⅱ－３ Ⅴ－Ⅱ－３

３ 自立のための生活支援

事 業 平成17年度事業実施概要 担当室

バリアフリー化の ･平成18年3月13日に県四日市庁舎でバリアフリー化 総務局営繕室
推進 工事完了

・鉄道事業者の実施するバリアフリー化に対する補助
について、平成17年度に近鉄松阪駅のバリアフリー
化を実施した。

健康福祉部地域福祉
室

・建築技術者等を対象に、バリアフリーに関する研修
会を実施し、県民からの改修の相談に応じるアド
バイザーを150名養成

県土整備部住宅室

・既設県営住宅のバリアフリー化のため、県営上川
団地ほか７団地において６８戸の高齢者仕様の
住戸改善工事を行った。

県土整備部住宅室

県立学校施設整備 ・県立学校の施設について、時代のニーズにあった
バリアフリー化などの改修工事を行った。

教育委員会学校施設
室

県営住宅の優先
募集 ・県営住宅の入居抽選にあたって、母子、高齢者世帯

等について優先的取扱いを行うことにより、生活の
安定のための支援を行い、平成17年度は61戸の
優先募集を行った。

県土整備部住宅室

障害者の環境改善
支援

・障害者の住宅環境を改善するため、居室等を改造
する経費について助成

      補助基準額 600千円 （補助率、県1/3）

健康福祉部障害福祉
室

・在宅の重度障害者(児)に対し、浴槽、特殊寝台
などの日常生活用具の給付事業を実施する
市町に補助

健康福祉部障害福祉
室

介護者の負担軽減 ・在宅の重症心身障害者の運動機能低下を予防し、
介護者の負担軽減を図るための事業を、県立
草の実リハビリテーションセンター、重症心身障害
児(者）施設なでしこ、国立療養所三重病院、国立
療養所鈴鹿病院で実施

健康福祉部障害福祉
室

在宅心身障害児
（者）支援

・在宅の心身障害児（者）を支援するため、居宅
介護、デイサービス、短期入所の支援費を支給
した市町に対し補助

健康福祉部障害福祉
室
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Ⅴ－Ⅱ－３ Ⅴ－Ⅱ－３

事 業 平成17年度事業実施概要 担当室

就労訓練団体への
運営支援

・ＩＴを活用した障害者の自立のための就労訓練を
目的として活動する団体の運営支援のため、
チャレンジド自立支援事業を実施

地域振興部情報企画
室

障害児者の地域連
携・自立支援

・障害児者地域連携・自立支援事業により、職場実習
の拡充、関係機関のネットワークによる円滑な就労
を支援した。

教育委員会小中学校
教育室

一人一人の教育的
ニーズに応じた適切
な指導・支援

・障害のある児童生徒の教育的ニーズに応じた適切な
学習指導や自立支援を行うため、特別支援教育コー
ディネーターとして、平成１６年度に２８８名、

  平成17年度に２１９名を養成した。

教育委員会小中学校
教育室

高齢者に関する相談・高齢者総合相談センターにおいて、高齢者に
  関する諸問題等に関する相談を実施

健康福祉部地域福祉
室

相談件数 785件

家計管理等について・金融広報委員会と共催し、家計管理や生活設計 生活部消費生活室
の情報提供 についての講演や講座等を１７件実施

参加人数 延べ１３９８名

ホームページでの
情報提供

・県のホームページにおいて高齢者福祉・介護保険
に関する様々な情報を提供

健康福祉部長寿社会
室

市町への補助 ・在宅高齢者のための介護相談、各種介護福祉用具の
展示及び実態調査等を実施する在宅介護支援
センターを設置・運営する市町に対して補助

健康福祉部長寿社会
室

補助金交付在宅介護支援センター数 191か所

・一人親家庭等に対する医療費助成を実施している
市町村に対し補助

健康福祉部生活保障
室

母子自立支援員
の配置

・母子自立支援員を各県民局保健福祉部に配置し、
母子家庭及び寡婦等からの相談に応じ、自立に
必要な支援を実施

健康福祉部こども家
庭室

資金の貸付 ・母子家庭の母及び寡婦等に対し、経済的安定と
生活意欲の助長をはかるとともに、扶養している
児童の福祉を増進するため、資金の貸付を実施

健康福祉部こども家
庭室

貸付件数 400件

家庭生活支援員
の派遣

・三重県母子寡婦福祉連合会に委託し、修学等自立
促進に必要な事由、疾病等の事由により一時的に
生活援助、保育等のサービスが必要、又生活環境
の激変により日常生活を営むのに支障が生じている
一人親家庭等に家庭生活支援員の派遣を実施

健康福祉部こども家
庭室

派遣件数 11件（日数 62日）
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